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第４章 木造建物と地震 

 

 平成２３年３月の東日本大震災では、木造建物の倒壊により大きな被害が生じました。こ

の震災では、津波・地すべり・液状化等の被害も受けた地域が広範囲におよぶため、倒壊そ

のものによる人的被害は分かっていません。 

 ところが、平成７年１月に起きた阪神大震災では、木造住宅の倒壊が原因で、約５千人が

死亡したといわれています。 

 また近い将来には、マグニチュード８クラスの東海地震の発生が予測されており、東京で

も強震程度の震度に達するといわれています。 

 世田谷区内でも多くの木造建物があり、地震に対する安全性を十分に考える必要がありま

すので、この章では木造建物の地震対策について説明します。 

 

 

 

第１ 地震と震度 

 地震は、主にマグニチュードと震度によって表されています。マグニチュードとは、地震

エネルギーの大小を示す尺度であり、揺れが強いか弱いかの尺度ではありません。揺れが強

いか弱いかは、地震によって生ずる地面の振動を形容する言葉で、震度で表されています。 
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震度は気象庁の担当者が人体感覚や構造

物、自然物の地震動に対する反応等を、経験

と技術によって判断し決められていました

が、平成８年１０月からは器械によって振動

等を感知して地震動の強さを表す「計測震

度」を震度として示すようになりました。ま

た、震度階は０から７の８段階でしたが、５

と６について強と弱の２つずつにわけ、全部

で１０段階になりました。震度は発表される

場所のものですから、世田谷区内も同じ震度

とは限らないわけです。 

 地震時において、地震がどのような強さの

ものかを判断する材料として、「気象庁震度

階級関連解説表」を参考としてください。 

 

 

第２ 建物の地盤と震害 

 

 建物が地震動により壊れたり傾いたりす

るのは地盤の状態に左右されます。世田谷の

地盤は山の手地盤（台地）で、一般に地震に

強いといわれますが、山の手でも地震に弱い

ところがあります。世田谷水系図を見ると、

武蔵野の湧水地より流れ出た川（仙川、呑川、

北沢川、烏山川など）の谷底低地は谷田（や

ちだ）と呼ばれ、非常に軟弱な地盤となって

いるとともに地下水位が高いため地震の被

害が出やすいようです。 

 以下、震害のおこりやすい危険な地盤の状

態について木造建物を中心に述べます。 

 

 
阪神大震災で被害を受けた擁壁 
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第３ 建物の軟弱地盤対策 

 

 軟弱地盤にそのまま建物等を建築すると、不同沈下が起きます。 

 不同沈下に耐える家屋にするためには、基礎を鉄筋コンクリート造のベタ基礎とするか、

地中梁を１メートル以上の高さとするなどにより、基礎を一体として地震等の外力に抵抗で

きるようにします。また、硬い地盤まで杭を打つなどの方法もあります。 

  

文献［引用・参考］ 

１）世田谷区都市整備部建築審査課 

   『安心して住めるまちづくりを』、2007.3 
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世田谷区 都市整備政策部 建築審査課 構造審査担当 

                  電話 03-6432-7169 
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● 気象庁震度階級関連解説表（平成８年１０月１日から実施） 

 

 震度は、地震動の強さの程度を表すもので、震度計を用いて観測します。この「気象庁震

度階級関連表」は、ある震度が観測された場合、その周辺で実際にどのような現象や被害が

発生するかを示すものです。この表を使用される際は、以下の点にご注意ください。 

 

（１）気象庁が発表する震度は、震度計による観測値であり、この表に記述される現象から

決定するものではありません。 

（２）震度が同じであっても、対象となる建物、構造物の状態や地震動の性質によって、被

害が異なる場合があります。この表では、ある震度が観測された際に通常発生する現

象や被害を記述していますので、これより大きな被害が発生する場合、逆に小さな被

害にとどまる場合があります。 

（３）地震動は、地盤や地形に大きく影響されます。震度は、震度計が置かれている地点で

の観測ですが、同じ市町村であっても場所によっては震度が異なることがあります。

また、震度は通常地表で観測していますが、中高層建物の上層階では一般にこれより

揺れが大きくなります。 

（４）大規模な地震では長周期の地震波が発生するため、遠方において比較的低い震度であ

っても、エレベータの障害、石油タンクのスロッシングなどの長周期の揺れに特有な

現象が発生することがあります。 

（５）この表は、主に近年発生した被害地震の事例から作成したものです。今後、新しい事

例により、建物、構造物の耐震性の向上など実状と合わなくなった場合には、内容を

変更することがあります。 
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